指定障害福祉サービス重要事項説明書
１．法人の概要
	名称・法人種別
	株式会社ラッシュ

	　代表者
	白根　侑哉

	所在地
	（住所）松江市東津田町１８０６－１


２．事業所の概要
	事業所の種類
	指定居宅介護・指定重度訪問介護

	事業所名
	訪問介護事業所あおぞら

	所在地・連絡先
	（住所）松江市大庭町１８１１－３
（電話）０８５２－２０－２１２３　　
（FAX）０８５２－２１－６０６５

	指定事業所番号
	居宅介護・重度訪問介護
	３２１０１０１５９２

	
	松江市地域生活支援事業
（個別移動支援事業）
	

	管理者氏名
	長谷　恵美子


３．事業の目的及び運営方針
（１）事業の目的
　　障害者等（サービス対象者に障害児が含まれる場合は障害児も含む）の意思及び人格を尊重し、障害者及び家族（以下「利用者等」といいます。）の立場に立った適切な障害福祉サービス事業の居宅介護、重度訪問介護及び移動支援（以下「居宅介護等」といいます。）の提供を確保することを目的とします。
（２）運営の方針
　利用者が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
地域の結び付きを重視し、保健・医療・福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要介護状態の軽減や悪化の防止、予防のため、適切かつ有効なサービスの提供に努めます。
４．事業所の職員体制
	従業者の職種
	区　分

	
	常勤
	非常勤

	１．事業所長（管理者）
	１名
	

	２．サービス提供責任者
	３名以上
	1名以上

	３．訪問介護員　
	１名以上
	１０名以上

	※基準以上の体制とし、ローテーションの２４時間対応。


５．従業者の職務内容
（１）管理者
　　従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者に法令等の規定を尊守させるため必要な指揮命令を行います。
（２）サービス提供責任者
　　居宅介護等の計画を作成し、必要に応じて当該計画を変更し、利用者等にその内容を説明のうえ交付するほか、事業所に対する居宅介護等の利用の申し込みに係る調整、訪問介護員に対する技術指導等のサービス内容の管理等を行ないます。
（３）訪問介護員
　　居宅介護計画に基づき、居宅介護サービスを提供します。
　　サービス提供後、サービス提供日、内容、ご利用者の心身の状況等について、サービス提供責任者に報告を行います。
６．営業日・営業時間及びサービス提供日・時間 
（１）営業日　　月曜日から金曜日
　　　　　　　　ただし、国民の休日、１２月３０日～１月３日までを除く

（２）営業時間　８時３０分から１７時３０分まで
（３）サービス提供日　　年中無休

（４）サービス提供時間　
ア．早朝　　６：００～８：００　　　　　イ．昼間　　８：００～１８：００

　ウ．夜間　　１８：００～２２：００　　　エ．深夜　　２２：００～６：００

（５）上記の営業日、営業時間のほか、電話等により２４時間常時連絡が可能な体制とします。
７．当事業所が提供するサービスの内容
（１）障害福祉サービスの計画
①　相談支援専門員によるサービス等利用計画を基にサービス実施日などを記載し、障害福祉サービス計画書（以下「計画書」といいます。）をサービス提供責任者が作成します。
②　計画書は、市町村が決定した支給量と利用者等の意向や心身の状況を踏まえ、具体的なサービス内容から計画を定めてサービスを提供します。
　
（２）居宅介護等の内容
①　居宅介護
〇身体介護（ご家庭に訪問し、入浴や排泄、食事などの介助をします。）

・排泄介助…排泄の介助、おむつ交換を行います。
・食事介助…食事の介助を行います。

・入浴.清拭、洗髪介助…入浴の介助や清拭（体を拭く）、洗髪などを行います。

・体位変換…身体を楽な姿勢に整えます。
・移動.移乗.外出.通院介助…安心、安全に移動や移乗、通院の介助を行います。
・その他必要な身体介護を行います。
〇家事援助（ご家庭に訪問し、調理、洗濯、掃除などの生活の援助を行います。）

・調理…利用者等の食事の用意を行います。

・洗濯…利用者等の衣類等の洗濯を行います。

・掃除…利用者等の居室の掃除や整理整頓を行います。

・買い物…利用者等の日常生活に必要となる物品の買い物を行います。

・その他必要な家事を行います。
②　通院等介助（身体介護を伴う場合及び身体介護を伴わない場合）
通院等又は官公署並びに指定地域移行支援事業所、指定地域定着支援事業所、指定特定相談支援事業所及び指定障害児相談支援事業所への移動（公的手続き又は障害福祉サービスの利用に係る相談のために利用する場合に限る）のための屋内外における移動等の介助又は通院先等での受診等の手続、移動等の介助を行います。
③　重度訪問介護
入浴、排泄及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、外出時における移動中の介護並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助を適切かつ効果的に行います。
⑤　介護給付費対象外サービス（地域生活支援事業）
　　個別移動支援…外出時に個別的な介助が必要な方に対する支援を行います。
　・移動介護
（社会生活上必要不可欠な外出及び余暇等の社会参加のための外出における支援）
　・通勤通学等移送支援
　（特別支援学校・養護学校への登下校支援、生活介護等の日中活動系サービス事業所への通所支援）
＊その他、必要に応じて健康や日常生活上の状況をお伺いし、生活上のご相談や助言を行います。
８．事業実施地域
　　　松江市
９．利用料金
　居宅介護サービスに係る利用者負担額は、居宅介護サービスに要した総費用額の１割になります。（市町村が定める利用者負担上限額を限度とします。）又、居宅介護サービスに要した総費用額から利用者負担額を差し引いた額を介護給付金として事業者が受領します。
　介護給付費等について事業者が代理受領を行わない（利用者が償還払いを希望する）場合は、介護給付費等の全額を一旦お支払いいただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、「領収書」を添えてお住まいの市町村に介護給付費等の支給（利用者負担額を除く）を申請してください。
（１）基本サービス単位数表
	＜居宅介護サービス費＞

	身体介護
・
通院等介助
（身体を伴う）
	３０分未満
	２５６単位

	
	３０分以上１時間未満
	４０４単位

	
	１時間以上１時間３０分未満
	５８７単位

	
	１時間３０分以上２時間未満
	６６９単位

	
	２時間以上２時間３０分未満
	７５４単位

	
	２時間３０分以上３時間未満
	８３７単位

	
	３時間以上
	９２１単位に３０分を増すごとに＋８３単位


	家事援助
	３０分未満
	１０６単位

	
	３０分以上１時間未満
	１５３単位

	
	４５分以上１時間未満
	１９７単位

	
	１時間以上１時間１５分未満
	２３９単位

	
	1時間１５分以上１時間３０分未満
	２７５単位

	
	１時間３０分以上
	３１１単位に１５分を増すごとに＋３５単位

	通院介助
(身体を伴わない)
	３０分未満
	１０６単位

	
	３０分以上１時間未満
	１９７単位

	
	１時間以上１時間３０分未満
	２７５単位

	
	１時間３０分以上
	３４５単位に３０分を増すごとに＋６９単位

	＜重度訪問介護サービス費＞

	居宅及び外出時
	１時間未満
	２１４単位

	
	１時間以上１時間３０分未満
	３１９単位

	
	１時間３０分以上２時間分未満
	４２４単位

	
	２時間以上２時間３０分未満
	５３０単位

	
	２時間３０分以上３時間未満
	６３６単位

	
	３時間以上３時間３０分未満
	７４１単位

	
	３時間３０分以上４時間未満
	８４６単位

	
	４時間以上８時間未満
	８４６単位に３０分増すごとに＋９８単位

	
	８時間以上１２時間未満
	３０分ごとに＋９８単位

	＜個別移動支援費＞

	身体介護を
伴う場合
	１５分以上４５分未満
	２５６単位

	
	４５分以上１時間１５分未満
	４０４単位

	
	１時間１５分以上１時間４５分未満
	５８７単位

	
	１時間４５分以上２時間１５分未満
	６６９単位

	
	２時間１５分以上２時間４５分未満
	７５４単位

	
	２時間４５分以上３時間１５分未満
	８３７単位

	
	３時間１５分以上
	９２１単位に３０分を増すごとに＋８３単位

	・身体介護を
伴わない場合
・通勤通学等
移動支援の場合
	１５分以上４５分未満
	１０６単位

	
	４５分以上１時間１５分未満
	１９７単位

	
	１時間１５分以上１時間４５分未満
	２７５単位

	
	１時間４５分以上
	３４５単位に３０分を増すごとに＋６９単位


（２）加算・減算単位数
　　下記に該当する場合は、（１）の基本単位数に算定します。
	夜間早朝加算
	・夜間（１８時～２２時）、早朝（６時～８時）に支援を行った場合に算定

	
	・（１）の単位に２５％を加算

	深夜加算
	・深夜（２２時～６時）に支援を行った場合に算定

	
	・（１）の単位に５０％を加算

	緊急時対応
加算
	・居宅介護支援計画に位置付けられていない居宅介護を利用者の要請を受けて２４時間以内に行った場合に算定

	
	・１回につき１００単位

	初回加算
	・新規に居宅介護計画を作成した利用者に対して、初回又は初回に属する月に、サービス提供責任者が居宅サービスを提供した場合、又は従業者のサービスに同行した場合に算定

	
	・１月につき２００単位

	利用者負担上限額管理加算
	・利用者の負担額合計額の管理を行った場合に算定

	
	・１月につき１５０単位

	特定事業所
加算
	（Ⅰ）所定単位数×２０/１００
（Ⅱ）所定単位数×１０/１００
（Ⅲ）所定単位数×１０/１００
（Ⅳ）所定単位数×５/１００　　当事業所が加算要件を満たした場合に算定

	福祉・介護
職員処遇改善加算
	居宅介護
	（Ⅰ）所定単位の４１．７％を加算

	
	
	（Ⅱ）所定単位の４０．２％を加算

	
	
	（Ⅲ）所定単位の３４．７％を加算

	
	
	（Ⅳ）所定単位に２７．３％を加算

	
	重度訪問介護
	（Ⅰ）所定単位の３４．３％を加算

	
	
	（Ⅱ）所定単位の３２．８％を加算

	
	
	（Ⅲ）所定単位の２７．３％を加算

	
	
	（Ⅳ）所定単位に２１．９％を加算

	同一建物減算
	・居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住する利用者の場合
・上記以外の範囲に所在する建物に居住する利用者が１月あたり２０人以上の場合
	（１）の単位に１０％減算

	
	・居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居住する利用者が１月あたり５０人以上の場合
	（１）の単位に１５％減算

	虐待防止措置　　　未実施減算
	以下の対策等を講じていない場合
・虐待の防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催と職員への周知
・虐待防止のための指針の整備
・従業者に対し、虐待防止のための研修の定期的な実施
・上記措置を適切に実施するための担当者の配置
	（１）の単位に１％減算

	身体拘束廃止未実施減算
	以下の対策等を講じていない場合
・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の定期的な開催と職員への周知
・身体拘束等の適正化のための指針の整備
・従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修の定期的な実施
	（１）の単位に１％減算

	業務継続計画未実施減算
	・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）が策定していない場合
・当該業務継続計画に従い必要な措置を講じていない場合
	（１）の単位に１％減算


＜２人のヘルパーにより訪問を行った場合＞
・１名のヘルパーによる介護が困難と認められる場合等で、利用者等の同意の上２名の訪問介護員でサービスを提供した場合は、２倍の負担額を請求します。
＜利用者負担額の上限等について＞
・介護給付費対象サービスの利用者負担額は上限が定められています。
・利用者等のご希望により、当事業所を利用者負担の上限管理者に選任される場合には、サービス利用開始の際にその旨をお申し出ください。
（３）利用料金の受領について
　　①サービス提供の開始に関しては、あらかじめ利用者等に対し当該サービスの内容及び費用について説明を行い、同意を得ます。
　　②費用のお支払いを受けた場合は、当該費用による領収書をお支払いしていただいた利用者等に対し交付します。
（４）利用料金のお支払い方法
　原則、金融機関口座から毎月２０日に自動引き落としとなります。
　（土、日、祝日の場合は金融機関の翌営業日となります。）
	ご利用可能金融機関
	山陰合同銀行、島根銀行、郵便局、島根県農業協同組合


（５）利用の中止、変更、追加
①　利用予定の前に、利用者等の都合により、訪問介護計画書で定めたサービスの利用を中止、又は変更することができます。
②　急なサービス利用中止の場合は取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。但し、ご利用者等の体調不良等やむを得ない場合を除きます。
	ご利用予定日の前日までにご連絡いただいた場合
	無料

	ご利用予定日の前日までにご連絡がなかった場合
	利用者負担相当額

	ご連絡なく訪問した場合
	利用者負担相当額


　　
１０．サービスの利用に関する留意事項
（１）サービス内容の変更
①　計画書は、利用者等に事前に説明し同意を得ると共に、利用者等の申し出によりいつでも見直すことができます。
②　訪問時に、利用者等の体調等の理由により予定されていたサービスの実施ができない場合には、利用者等の同意を得てサービス内容の変更をします。その場合事業者は変更したサービスの内容と時間に応じたサービス利用料金を請求します。
（２）訪問介護員について

サービス提供時に担当の訪問介護員を決定しますが、複数の訪問介護員が交替してサービスを提供します。担当の訪問介護員が交替する際には、利用者等に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮します。

利用者等から特定の訪問介護員の指名はお受けできませんが、訪問介護員についてお気づきの点やご要望がありましたら、お客様相談窓口等に遠慮なくご相談ください。
（３）サービス提供時の物品等について
①　サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）は無償で使用させていただきます。又感染予防等に努める為にハンドソープ・ゴム手袋（必要に応じ連絡ノート）を購入していただく場合があります。
②　緊急時等訪問介護員が事業所に連絡する場合、電話を使用させていただく場合　があります。
（４）受給者証の確認

　　「住所」及び「利用者負担額」、「支給量」など「受給者証」の記載内容に変更があった場合は速やかに訪問介護員にお知らせください。また、担当訪問介護員やサービス提供責任者が「受給者証」の確認をさせていただく場合には、ご提示くださいますようお願いします。
（５）訪問介護員の禁止行為

訪問介護員は、サービスの提供にあたって、次に該当する行為は行いません。
①　医療行為

②　利用者及びご家族等の金銭、預貯金通帳、証書、書類、鍵等の預かり

③　利用者及びご家族等からの金銭又は物品、飲食の授受

④　利用者以外に対するサービスの提供
⑤　飲酒・喫煙及び飲食
⑥　身体拘束その他ご利用者の行動を制限する行為
（ご利用者及び第三者等の生命又は身体保護のためのやむを得ない場合を除く）
⑦　その他、利用者等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動及びその他迷惑行
　為
　　
１１．衛生管理等について
（１）訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。
（２）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。

１２．虐待の防止について
　　利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じます。

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。
	虐待防止に関する担当者
	管理者：長谷　恵美子


（２）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図っています。
（３）虐待防止のための指針を整備しています。
（４）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。
（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。

１３．業務継続計画について
（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する訪問介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、必要な装置を講じます。
（２）定期的に見直しを行い、必要に応じて業務継続計画を変更します。
１４．身体拘束等の適正化について
（１）利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という）を行いません。
（２）身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況及び緊急やむを得ない理由を記録に残します。
（３）身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図っています。
（４）身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。
（５）従業者に対して、身体拘束等の適正化のための定期的な研修を実施しています。
１５．緊急時の対応について
（１）居宅介護等の提供中、利用者に病状の急変が生じた場合、又はその他必要な場合、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な処置を講じるとともに、利用者等が予め指定する連絡先に連絡します。
（２）報告を受けたサービス提供責任者及び管理者は、訪問介護員等と連携し、主治医への連絡が困難な場合など状況に応じて、医療機関への救急搬送等必要な措置を講じるとともに、関係機関等に報告します。
１６．苦情等の受付について
サービスに対する苦情やご意見、利用料のお支払いや手続きなどサービス利用に関するご相談、利用者の記録等の情報開示の請求、又は虐待に関する相談は以下の専用窓口で受け付けます。
	
	連絡先
	受付時間

	訪問介護事業所あおぞらお客様窓口
（苦情受付窓口担当）
	担当：長谷　恵美子
電話：０８５２－２０－２１２３
ＦＡＸ：０８５２－２１－６０６５
	月曜日～金曜日
８：３０～１７：３０

	松江市障がい者福祉課

	電話：０８５２－５５－５３０４
所在地：松江市末次町８６番地
	月曜日～金曜日
８：３０～１７：１５

	島根県社会福祉協議会
（運営適正化委員会）
	電話：０８５２－３２－５９１３
所在地：松江市東津田町１７４１－３
　　　　いきいきプラザ島根内
	８：３０～１２：００
１３：００～１７：００
定休日（土.日.祝日）

	家庭相談課
（虐待防止センター）
	電話：（平日）０８５２－５５－５２３６（夜間・休日）０８５２－５５－５５５５
	


　　　　　　
１７．秘密保持と個人情報の保護について
（１）事業者は、利用者等の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「福祉関係事業者における個人情報の適正な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。
（２）事業者及び従事者は、サービス提供をする上で知り得た利用者等の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。
（３）従業者が退職後、在職中知り得た利用者等の秘密を漏らす事のないように必要な処置を講じます。

（４）事業者は利用等からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で使用する等、他の障害福祉サービス事業所等に利用者等の個人情報を提供しません。
１８．ハラスメントの防止について
　　職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を越えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するために必要な措置を講じています。
１９．意思決定支援の推進について
（１）利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者等の意思決定の支援に配慮するよう努めるものとします。
（２）利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、適切な支援内容の検討をします。
（３）利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握します。
（４）サービス担当者会議・個別支援会議について、利用者本人が参加するものとし、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認します。
（５）本人の意思に反する異性介助がなされないよう、サービス提供に関する本人の意向を確認するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確保に努めるものとします。
２０．事故発生時の対応方法について
　　利用者等に対する居宅介護の提供により事故が発生した場合は、都道府県、市町村、利用者等のご家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
　　また、利用者等に対する居宅介護等の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。
・当事業所は、下記の損害賠償保険に加入しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	保険会社名
	東京海上日動火災保険株式会社

	保険名
	超ビジネス保険　


２１.サービスの第三者による評価の実施状況について
	第三者による評価
	１．あり
	実施日
	

	
	
	評価機関名称
	

	
	
	結果の開示
	１あり　　２なし

	
	２．なし


本書２通を作成し、ご利用者等、事業者が署名押印の上１通ずつ保有するものとします。
障害福祉サービスの提供開始に際し、ご利用者等に対して重要事項について説明しました。
　【事業者】　　　　　 　住　　所：島根県松江市東津田町１８０６－１

　　　　　　　　　　　法人名：株式会社ラッシュ

　　　　　　　　　　　代表者名：代表取締役　　白根　侑哉　　　　　印          
　　　　　　　　　　　　　　 説明者：
事業者から障害福祉サービスについての重要事項について説明を受け、同意しました。
　年　　　月　　　日
　【契約者】　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　
【署名代行者】　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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